
リ
ー

21
・
ジ
ャ
パ

ン

日 、
次
期
社

長

を
6
月

F

 伊
藤
忠
リ

ー
ト
・
マ
ネ

ォ
ー

ム
・
紛
争
処
理

ー
は
9
月
27
日、「
2

（
第
35
回）

マ
ン
シ

ョ

，
ム
マ
ネ
ジ
ャ

ー
試

、
東
京 、
名
古
犀、

で
実
施
す
る。
申

し

7
月
6
日
か
ら
8
月

合
格
発
表
は
12
月
7

て
い
る。

ン
リ
フ
ォ

ー
ム
マ
ネ

，ャ
ull.-
t
‘

4
7
r
_『

ヽ

芦
衰
に
伊
藤
忠

あ
東
海
林
社
長

ュ

リ
ー

21
・

ジ
ャ

パ
ン

の
合
格
者
は
「

マ
ン
シ

ョ
ン
リ
る。

＇

フ
ォ

ー
ム
マ
ネ
ジ
ャ

ー
補
（
プ

ラ

そ
の
ほ
か、
マ
ン
シ

ョ
ン
リ

ン
ニ

ン
グ）」
と
な
る。
22
S
25

フ
ォ

ー
ム
マ
ネ
ジ
ャ

ー
の
検
索
・

年
度
の
「一
部
合
格
者」
も
こ
の
情
報
提
供
サ
イ
ト
を
開
設 。
同
セ

称
号
を
使

用

で
き、
希
望
者
に
は
ン
タ
ー

が、
希
望
す
る
マ
ン
シ

ョ

合
格
証
も
発
行

す
る。

ン
リ

フ
ォ

ー
ム
マ
ネ
ジ

ャ
ー

を
登

ま
た、
二
部
合
格
者」
が
再
録
し、
消
費
者
が
検
索
し
て
必
要

受
験
す
る
際 、
そ
の
合
格
し
て
い
な
情
報
を
得

ら
れ
る
よ
う
に
し

る
試
験
を
免
除

す
る
期
限
を
4
年
た。
登
録
者
名
簿
（
冊
子）
も
作

間
と
し
て
い
た
が、
こ
の
期
限
を
成
し、
8
月
に
は
全
国

の
自
治
体

出
い
反a卜＇・つ。
2
,
5=l
デN
)
「
一

ヘ
ビE
in
—且
P
まII
H
ID
�
べ
天5-

P
」
'
l

9
月
27
日
に
資
格
試
験
実
施

全
国
空
き
家
対
策
コ

ン
ソ
ー

シ
ア
ム
（
川
口
哲
平
代
表
理
事

11

ク
ラ
ッ
ソ
ー

ネ
代
表
取
締
役
C
E
O)

は
5
月
11
日 、

大
崎
ブ

ラ

イ
ト
コ

ア
ホ
ー

ル
（
東
京
都
品
川
区）

で
「
A
K

I
Y
A

B
u

S
I
N
E

S
S

S
U
M
M
I
T

2
0
2
6」
を
開
催 。
不
動
産

事

業

者
を
始
め
空
き
家
関

連

事

業

に
携
わ
る
民
間
事

業

者
や
団

体 、
行
政
関
係
者
な
ど

約
2
3
0
人
が
参
加
し
た。

-========================-===-=================――-===================-=-=-======l-========-=======-========-l=========================-==-=========-=============
 

用
部
分
の
リ
フ
ォ

ー

ム
に
お
い
て、
居
住

者
の
要
望
を
実
現
す

る
た
め、
専
門
知
識

を
も

っ
て
管
理
組
合

や
施
工
者
な
ど

と
協

カ
・
調
整
し
な
が

ら、
ト
ラ
ブ
ル
な
く

居
住
者
に
付
加
価
値

の
高
い
リ
フ
ォ

ー
ム

を
企
画
・
提
供
す
る

た
め
の
資
格者
で
あ

る」

マ
ン
シ

ョ
ン

リ
フ
ォ

ー
ム
マ
ネ

ジ
ャ

ー
補
が
で
き
た

経
緯
は

「
学
生
が
学
科
試

足
g

学科試験
(4肢択ー）

ます。 試験内容

設計製図
試験

，ー＇

50問／120分
マンションリフォームに関する専門
知識（計画、 基礎知識／法規、 規約、

制度／マネジメント／住戸内各部の
リフォーム／設備のリフォーム）

1問／180分
マンション専有部分に係るリフォー

ムの設計図邑の作成

ジ
メ

ン
ト
の
東
海
林
淳一
社

長

（
写
真）
に
交
代
す
る
人
事
を
発

表
し
た。
東
海
林

次
期
社

長

は
同

日
に
開
催
予
定
の
定
時
株
主
総
会

と
取
締
役
会
を
経
て
就
任
す
る。

高
坂
剪

介

社

長

は
伊
藤
忠
商
事
に

赴
任
す
る
予
定。
な
お 、
現
職
の

伊
藤
忠
リ

ー
ト
・
マ
ネ
ジ
メ

ン
ト

社

長

は
前
日
開
催
予
定
の
同
社
の

株
主
総
会
を
も

っ
て
退
任
す
る。

東
海
林
淳一
（
し

ょ
う
じ

・

じ
ゅ

ん
い
ち）
氏
は、
東
北
大
学

卒

業

後 、
1
9
8
8
年
に

伊
藤
忠

商
事
に
入
社。
99
年
に
同
社
へ
出

当
日
は
空
き
家
に
携
わ
る
事

業

者
ト
ッ
プ
や
国
土
交
通
省
担
当
者

に
よ
る
パ
ネ
ル
デ
ィ

ス
カ

ッ
シ

ョ

‘
ン
（
写
真）
の
ほ

か、
参
加
事

業

者
の
ブ
ー

ス
出
展
や
参
加
者
同
士

の
交
流
会
な
ど

を
実
施 。
川
口
代

表
理
事
は
空
き
家
に
つ
い
て
「
誰

に
相
談
し
て
い
い
か、
何
か
ら
進

め
て
い
い
か
分

か
ら
な
い
と
い
う

声
を
多
く
聞
く」

と
情
報
収
集
の

重
要
性
を
述
べ 、
民
間
や
自
治
体

が

連

携
し、
持
続
可
能
な
産

業

と

し
て
発
農
さ

せ
る
必
要
性
を
訴
え

た。
（
続
き
は
ウェ
ブ
版
で
掲
載）

向
し
経
営
戦
略

•

株
式
公
開
準
備

担
当 、
2
0
0
7
年
に

伊
藤
忠
商

事
建
設
・
不
動
産
部
門
企
画
統
轄

課

長

な
ど
を
経
て、
12

年
に
A
D

イ
ン
ベ
ス
ト
メ

ン
ト
・
マ
ネ
ジ
メ

ン
ト
（
現
伊
藤
忠
リ

ー
ト
・
マ
ネ

ジ
メ

ン
ト）
社

長

補
佐 、
17

年
旧

伊
藤
忠
リ

ー
ト
・
マ
ネ
ジ
メ

ン
ト

代
表
取
締
役
に
就
任 。
伊
藤
忠
ア

ド
バ

ン
ス
・
ロ
ジ
ス
テ
ィ

ク
ス
投

資
法
人
（
現＿―-
井
不
動
産
ロ
ジ
ス

テ
ィ

ク
ス
パ
ー

ク
投
資
法
人）
執

行
役
員
を
経
て
22
年
6
月
よ
り
現

職 。

宅
リ
フ
ォ
ー
ム
・

紛
争
処
理
セ
ン
タ
ー

申し込み
サイト

産
学
の
魅
力

明
海
大
学
不
動
産
学
部
一

大
学
の
授

業

の一
環
で、
北
海
道
上
川

町
の
エ
リ
ア
リ
ノ
ベ
ー

シ
ョ

ン
事
例
を
見

学
し
た。

上
川
町
は
層
雲
峡

な
ど

の
観
光
資
源
に

汀]
ロロ
コ
□20
ロ
閂
i
北
海

這
上

川
町
の
H

I

ア2
ノ
ペ

ー

亨

鷹
か―Q

て
い
る。
そ
の
た
め、
市
街
地
に
は

観
光
に
よ
る
恩
恵
が
十
分
に
届
か
な

”
ひ
A
)

づ
<
nノ“

か
ら
始
ま
る

い
と
い
う
問
題
が
生
じ

て
い
た。
ま

た、
少
子
高
齢
化
の
影
響
に
よ
り、
市
街
い
取
り
結
み
を
知
る
こ
と
が
で
き
た。
K

た
こ
の
ス
ペ
ー

ス
は、
町
内

•

町
外
の
人

地
で
は
事

業

承
継
が
で
き
な
く

な
っ

た
店
A
M
I
K
A
W
O
R
K

は
町

が
行っ
て
い
の
交
流
ス
ペ
ー

ス
に
も
な

っ
て
い
た。

舗
が
増
え

て
お
り、
地
域
全
体
の
活
性
化
る
事

業

で
あ
る
が、
直
接
的
に

ま
ち
づ
く

こ
れ
ま
で
は、
ま
ち
づ
く

り
と
い
う
と

に
向
け

た
エ
リ
ア
リ
ノ
ベ
ー

シ
ョ

ン
が
必
り
を
す
る
の
で
は
な
く 、
ま

ち
づ
く

り
を
リ
ノ
ベ
ー

シ
ョ

ン
や
ま
ち
の
活
性
化
の
こ

要
に

な
っ

て
い
た。

担
う
人
材
を
育
て
る
仕
組
み
に

な
っ

て
い
と
ば

か
り
を
考
え

て
い
た
が、
今
回

の
経

ま
ず 、
町

が
開
設
し
た
「
P
O
R
T
o

た。
「
ひ
と
づ
く

り」
が
結
果
と
し
て「
ま
験
を
通
じ

て、
「
ひ
と
づ
く

り」
か
ら「
ま

（
ポ
ル
ト）」
と
い
う
ま
ち
の
交
流
拠
点
を
ち
づ
く

り」
に
つ
な
が
る
と
い
う
所
が
興
ち
づ
く
り」

に
発
展
さ

せ
る
手
法
を
学
ん

見
学
し
た。
P
O
R
T
O

は
移
住
・
観
光
味
深
か

っ
た。

だ 。
実
際
に、
上
川
町
に
は
積
極
的
に
ま

相
談
窓
口

や
交
流
ス
ペ
ー

ス、
コ
ワ
ー

キ

こ
の
仕
組
み
が
形
に

な
っ

た
成
功
事
例
ち
づ
く

り
を
し
よ
う
と
す
る
人
材
が
増
え

新
規
加
盟
拡
大
へ

独
立
支
援
制
度
の
創
設
も

セ
ン
チ
ュ

リ
ー

21
26
年3
月
期

セ
ン
チュ
リ

ー
21
・
ジ
ャ
パ

ン

の
26

年
3
月
期
通
期
決
算（
単
体）

は
増
収
で
着
池 。
人
件費
な
ど
諸

経費
の
支
出
増
加
か
ら
常

業

利
益

は
減
益
の一
方 、
営

業

外
収
益
で

の一
過
性

利
益
の
計
上
や
金
利
上

・全国應き家対策コンリ ー シアムが開催、 230人が参圃

ン
グ
ス
ペ
ー

ス
な
ど

を
設
け

た
施
設
で
あ

る。
P
O
R
T
0

の
運
営者
へ
の
ヒ
ア
リ

ン
グ
を
通
じ

て、
「
K
A
M
I
K
A
W
o

R
K
（
カ
ミ
カ
ワ
ー

ク）」
と
い
う
面
白

昇
に
伴
う
運
用
益
増
加
に
よ
っ

て、
経
常
利
益
と
当
期
純

利
益
は

計
画
を
上
回っ
た。

収
益
の
内
訳
は、
収
益
全
体
の

8
割
以
上
を
占
め
る
サ
ー

ビ
ス

フ
ィ
ー

収
入
が
35

億

8
3
0
0
万

円（
前
年
同
期
比
2
％
増） 、
I

T
サ
ー

ビ
ス
収
入
が
5

億

1
6
0

0
万

円

（
同
59
％
増） 、
加
盟
金

収
入
が
1

億

2
8
0
0
万

円

（
同

8.
6
％
減）
な
ど 。

（
続
き
は
ウェ
ブ
版
で
褐
載）

長谷部美羽
不動産学部

2年

大
型
工
事
の
受
注
増

増
収
増
益
で

着
地

ス
タ
ー

ツ
26
年
3
月
期

に、
宿
泊
施
設「
A
N

S
H

I
N
D
o（

ア

ン
シ
ン

ド
ウ）」

が
あ
る。
こ
こ
に
宿
泊

も
し
た。
A
N

S
H

I
N
D
0

は
K
A
M

I
K
A
W
O
R
K

出
身
の
方
が
運
営
し
て

お
り、
地
域
活
性
化
の
拠
点
と
し
て
も
機

能
し
て
い
た。
1
階
の
ウ
ェ

ル
カ
ム
ス

ペ
ー

ス
に
は、
地
域
の
雑
貨
を
扱
う
ギ

フ

ト
シ

ョ
ッ
プ
や
地
域
の
見
ど

こ
ろ
を
ま
と

め
た
マ
ッ
プ
の
展
示
が
あ
り、
上
川
町
の

魅
力
を
肌
で
感
じ

ら
れ
る

空
間
に

な
っ

て
い
た。
ま

ま
ち
づ
く
p

2
期
連
続
で
増
収
増
益

固
定
金
利
需
要
追
い
風

S
B
ー

ア
ル
ヒ
26
年
3
月
期

〖費最復対い

介

ムンが12のしの講必年度
i

用

初活応うしマシ消年負て提ま要こ‘ は→
心のすで問てネヨ費に担い出たでとあ以
げ掛登るきいほジン者廃したをは ‘ に つ 前
(、か録 ゜ な合しャリか止な ° しレ講登たも
じら以今いわいlフ る資てポ習録が登
しず外度のせ ー をォ塩しの格更lの

料

‘ 録
! ‘ にはでにと紹lマたで者新卜受が5制
＇がる固5には明 を7ラ換変同定件前 寄スンなな同5収3
E‘ 固 一 定％つ ‘ 会5変・ツ需動39金数期住与ト一 つ り14 0益月S
b定とをあい固で月動7卜要金

•

利は比宅しッフた ‘ ・・が期B
り期説選 つ て定 ‘ 12金％35も利4商同12口たクラ ゜ 25 8前決I
p間明ぶて一金同日利増 ← 拡か％品10

• 

1 ゜

型

ツ固期％

億

期算ア
i終 ° 動も金利社に利 ° 借大ら増の．8ン 収卜定

連

増

円

比＾ル
！了従き ‘利需の開用こ換し固と融5％申 益35金続の ‘ 12

連

ヒ
時来が将差要伊か者の件て定大資％増込 の 一 禾I」の27税・結の

fのの強来が拡久れがう数ぉ金幅寒増 ‘ 受 積の

型

増・弓1 5- 2
n見借ま不1大間た占ちはlJ利しィ丁 ゜ 融理 み

伸

住収7前％は0
直りつ安Sの努決め約同ヽヘ

伸

件特資件 上

長

宅増

億

禾l」増 ‘ 2
し換てか1背社算た9 2ーの

長

数に寒数 げや口益

円

益の常6
中えいら・景長説 ゜ 割1フ借 ゜ は固ィ丁は が ‘ lととが2

業

年

て
き
て
お
り、
地
域
全
体
が
少
し
ず
つ
活

性
化
し
て
い
る
よ
う
な
印
象
を
受
け

た。

P
O
R
T
O

や
A
N

S
H

I
N
D
o

は、
古
い
建
物
を
リ
ノ
ベ
ー

シ
ョ

ン
し
て

再
生
し
た
施
設
で
あ
る。
エ
リ
ア
リ
ノ

ベ
ー

シ
ョ

ン
を
す
る
う
え
で
は、
ま
ち
に

あ
る
既
存
不
動
産
資
源
を
再
生
す
る
こ
と

も
重
要
で
あ
る
が、
こ
う
し
た
町
の
再
生

事

業

を
担つ
人
材
に
視
点
を
向
け

ら
れ
た

こ
と
が、
大
き
な
収
穫
で
あ

っ
た。
土
池

や
建
物
だ
け

で
な
く 、
人
に
焦
点
を
当

て

た
学
び
が
で
き
る
こ
と
が、
不
動
産

学
の
魅
力
だ
と
感
じ

た。

【
教
員
コ
メ
ン
ト】

人
口
減
少
が
進
む
郊
外
地
域
に
お
い
て

は、
池
域
活
性
化
を
担
う
人
材
が
現
れ
る

こ
と
を
待っ
て
い
る
自
治
体
は
多
い。
し

か
し、
そ
う
し
た
人
材
は
な
か
な
か
現
れ

な
い
の
が
実
状
で
あ
ろ
う。
こ
れ
に

対
し

て
上
川
町
の
取
組
み
は 、
積
臨
的
に
池
域

活
性
化
を
担
う
人
材
を
育
成
す
る
こ
と
に

先
進
性
が
あ
る。

（
藤
杢売
介）

ち
に

固
定
へ
借
り
換
え
た
い」
と

い
う
動
き
が
こ
の
1
年
の
特
徴
だ

と
し
た。

一
方 、
住
宅
ロ
ー

ン
市
場
に
つ

い
て
「

件
数
微
減
及
び
単
価
上
昇

で、
20
兆

円

規
模
で
横
ば
い」
と

の
見
方
を
示
し
た。
新
築
・
中
古

と
も
物
件
価
格
上
昇
に
よ
り
1
件

当
た
り
の
手
数

料

収
入
は
増
加 。

更
に
「

フ
ラ
ッ
ト
50」
の
条

件
緩

和
な
ど

を
背
景
に
融
資
期
間
の

長

期
化
が
進
み、
「
市
場
の
流
動
性

は
確
保
で
き
て
い
る」
と
し
た。

26
年
度
は
「
シ

ェ
ア
拡
大
か
ら

収
益
重
視
へ」
の
転
換
を
掲
げ、

A
I
や
D
X

活

用

に
よ
る

業

務
最

適
化
を
進
め
る。
一
方 、
中
東
情

勢
に
よ
る
建
築
資
材
調
達
へ
の
影

響
に
つ
い
て
は
「
納
期
延
期
に
よ

る
案
件
実
行
先
送
り
の
可
能
性
は

懸
念
し
て
い
る」
と
述
べ
た。

ス
タ
ー

ツ
の
26

年
3
月
期
通
期

決
算
（

連

結）
は、
増
収
増
益
で

着
地
し
た。
主
な
セ
グ
メ

ン
ト
の

業

績
は、
建
設
事

業

が
売
上
高

7

6
1
億
6
8
0
0
万

円

（
前
期
比

6.
7
％
増） 、
営
業
利
益
77
億

1
,'
1
1》
ヽ
ゴ
リ

D
5
ヨ1
ンj

の
増
収
増
益
で
蓄
池
し
た。

木
造
大

型

工
事
物
件
の
増
加
や

法
人
を
中
心
と
し
た
大

型

工
事
の

受
注
増
加
に
加
え 、

資
材
価
格
の

変
動
に

対
応
し
た
販
売
価
格
改
定

な
ど

が
奏
功 。
受
注
残
高
も
1
5

5
6

億

6
5
0
0
万

円

（
同
9.

2
％
増）
を
計
上
し
た。

賃
貸
仲

介

事

業

は、
管
理
物
件

数
の
増
加
に
伴
い、
仲

介

手
数

料

や
更
新
手
数

料

が
順
調
に
推
移
し

た
ほ
か、
グ
ル
ー

プ
の
総
合
力
を

生
か
し
た
法
人
取
引
の
拡
大
へ
の

注
力
な
ど

が
奏
功
し
た。
そ
の一

方
で、
更
な
る
顧
客
満
足
度
向
上

の
た
め
の
人
材
育
成
へ
の
先
行
投

資
な
ど

を
実
施
し
た
結
果 、
売
上

高
88

億

6
8
0
0
万

円

（
同
3.

2
％
増） 、
常

業

利
益
23

億

5
2

0
0
万

円

（
同
認

•

O
%
減）
の

増
収
減
益
で
着
池
し
た 。

売
買
仲

介

事

業

は、
グ
ル
ー

プ

各
社
の

連

携
に
よ
る
法
人
取
引
の

強
化
が
奏
功
し、
大

型

の
事

業

用

不
動
産
取
引
が

伸

長

’
仲

介

手
数

料

•

取
扱
高
は
堅
調
に
推
移
し
た

結
果 、
売
上
高
1
0
2

億

3
0
0

万

円

（
同
21.
1
％
増） 、
営

業

利
益
42
億
5
2
0
0
万

円

（
同

35.
6
％
増）
の
増
収
増
益
で
着

地
し
た。

（
続
き
は
ウェ
ブ
版
で
掲
載））

⑱

イAが建物（昭和56年6月1日以降に新築の工事に着手した
ものを除く）の売買の媒介を行う場合、当該建物が一定の
耐震診断を受けていないときは、Aには耐震診断の実施が
蓉弗付けられている。

：ウAが宅池の貸借の媒介を行う場合に、当該宅池について定
期借地権（借池借家法22条） を設定しようとするときは、
その旨を説明すれば、契約終了時における建物の取壊しに
関する定めの内容は説明する必要がない。

①一つ②二つ③三つ ④なし
【問題2-39】

＇ 宅地建物取弓i業者Aが、宅地建物取引業法37条の規定によ
り交付すべき書面（以下、「37条書面」という）等に関する
次の記述のうち、正しいものはどれか。
①Aは、自ら貸主として借家契約をBと締結した場合、借賃

の額、支払時期及び支払方法を記載した37条書面を作成
し、契約成立後遅滞なくBに交付しなければならない。

②Aは、建物の売買契約の媒介を行った場合、代金について
： 金銭の貸借のあっせんに関する定めがあるときは、当該
： あっせんの内容とあっせんにかかる金銭の貸借が成立しな
： いときの措置を37条書面に記載しなければならない。

③Aは、自ら売主として建物の売買契約をBと締結した場合
- ,o^......--―‘ ―ヂ9 — 否十口ヘヽら手位金店；翠翠玄
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【問題2-36] 正 解③
アは誤り。

重要事項説明の対象者は寅主や借主であり、売主、貸主は
その対象ではない。ただし、宅地建物取引業者の場合、説
明は不要であるが、重要事項説明書は交付しなければなら
ない。宅地建物取引業法35条6項。

イは正しい。
承諾には書面が要求されている。この電磁的方法による提：
供により、宅地建物取引業者は、宅地建物取引士による書：
面交付を行ったものとみなされる。同法35条8項。 ：【問題2-39】

ウは誤り。 ： ①は誤り。
宅坤又は建物の売買・交換又はその代理又は媒介の揚合に： 自ら行う貸借は、宅坦建物取引業の「取引」に該当しない
も、一定に事項を満たす場合に限リ、重要事項説明にテレ： ので、宅地建物取引業法の適用はない。したがって、Aに
ビ会議等のITを活用することができる。解釈と運用。 ． は37条書面の作成・交付義務はない。宅地建物取引業法37工は誤り。 ＇ ： 条2項。
本肢の重要事項説明書には、全ての業者の記名が必要であ ： ②は誤り。
るが、押印は不要である。記入ミスについては、A以外の： 内容と金銭の貸借が成立しないときの措置を記載しなけれ
宅建業者も責任を負う。同法35条1項。 ：・ ばならないのは35条書面である。37条書面には、金銭の貸

誤っているのは、ア、ウ、エであり、正解は③である。 ： 借が成立しないときの措置のみ記載すればよい（任意的記
： 載事項）。同法37条1項9号。
： ③は正しく、正解。
： 手付金等の保全措置について、35条書面には保全措置を講： 

）、、之祁戸‘ろが 謙）、‘.ス涅今 9 ．ーぼ燐胸の内容本奎コ�---7' ,r=

［問題2-37】 正
①は正しく、正解。

て竺

解 ① 

の耐震診断を受けたものであるときは、その内容を説明し
なければならない（同法35条1項14号、同施行規則16条の
4の3)。しかし、宅建業者に耐震診断の実施を義務付け
たものではない。

ウは誤り。
この場合は、借地借家法に基づく定期借池権である旨を説
明する。また、定期偕地権では、建物買取請求権が排除さ
れるので、地上建物の取壊しに関する定めの内容も説明し
なければならない。同法35条1項14号、同施行規則16条の
4の3。

全て誤っており、正解は④である。

正 解③ 


